
「地域発 元気づくり支援金」のさらなる有効活用に向けた対応（中間まとめ）概要 

                                   長野県総務部市町村課 

１ 趣 旨 

  制度創設から５年が経過し、課題が生じていることから、制度の基本的な考え方は維持した上

で、さらなる有効活用を図るため、見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 見直しのポイント          

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)市町村との役割分担 

(2)適正な補助率 

(3)市町村支援の拡充 

(4)重点テーマの推進 

(5)制度の幅広い周知 

①市町村の意見書を全ての公共的団体等の申請書に添付 

②補助額の下限額３０万円を導入 

①ソフト事業         １０／１０ → ３／４ 

②ハード事業（市町村事業）   ２／ ３ → １／２ 

①市町村事業の活用方法を拡充 

・他市町村で実施された事業を新たに実施する場合 
・市町村内で実施された事業でも他の区域で実施する場合 

②財政力の弱い市町村事業の補助率をかさ上げ 

   ハード事業 １／２ → ２／３ 

○重点テーマに該当する事業の補助率をかさ上げ 

  ソフト事業        ３／４ → ４／５ 

  ハード事業（市町村事業） １／２ → ２／３ 

【平成25年度の重点テーマ】 

  ・県と市町村との協働事業 

  ・自然エネルギーの普及・拡大 
  ・障害者や若者の雇用促進・就業支援  

○支援金を活用した事業である旨の表示の義務付け 

(6)その他 ○見直した事項については、３年経過後に改めて検証 

【基本的な考え方】 

①地域を元気にすることで長野県を元気に  ②市町村が主役の地域づくりを支援  ③地域が主体的に判断できる仕組みの構築 

＜経 過＞ 

・第３回「県と市町村との協議の場」（H24.5.14）で、ワーキンググループを設置し、検討することを了承 

・４回のワーキンググループを経て、全市町村へのアンケート結果等をもとに中間まとめ案を策定 

・第４回「県と市町村との協議の場」（H24.11.6）において、上記中間まとめ案を了承 

参 考 

(7)引き続き検討とされた

事項 

①事務手続の簡略化等 

②事業評価 

③公共的団体等への支援 


